
令和６年度５月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

洗濯機ほか１９件

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
清水　和彦
東京都北区十条台１－５
－７０

令和6年5月9日

伸誠商事株式会社
（東京都千代田区
岩本町１丁目８番
３号）

1010001018733

本契約は、契約履行に
必要な製造図書(製造
図面、組立図及び作業
標準並びに検査要領等
の企業所有資料)を利
用できる者が伸誠商事
株式会社のみであり、
当該契約にその製造図
書を必要とすることか
ら、履行可能な者が同
社に限られるため。ま
た、本契約への新規参
入者を募る公示を常続
的に行っているとこ
ろ、当該公示に応募す
る者は現在確認されて
いない。（根拠法令：
会計法第２９条の３第
４項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

12,142,807 -

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考



令和６年度５月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

自走式水上標的装置
の整備　１ＳＴ

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
清水　和彦
東京都北区十条台１－５
－７０

令和6年5月9日

双日エアロスペー
ス株式会社
（東京都千代田区
丸の内１丁目８番
３号）

9010401021742

本契約の履行に当たっ
ては、技術設備等が必
要であり、公募を実施
したが、応募者が契約
相手方１者のみであっ
た。（根拠法令：会計
法第２９条の３第４
項)

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

465,850,000 -



令和６年度５月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

技術援助“通信電子
器材等”　１ＳＴ

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
清水　和彦
東京都北区十条台１－５
－７０

令和6年5月10日

三菱電機株式会社
防衛システム事業
部　（東京都千代
田区丸の内２丁目
７番３号）

4010001008772

本契約は、契約履行に
必要な製造図書(製造
図面、組立図及び作業
標準並びに検査要領等
の企業所有資料)を利
用できる者が三菱電機
株式会社のみであり、
当該契約にその製造図
書を必要とすることか
ら、履行可能な者が同
社に限られるため。ま
た、本契約への新規参
入者を募る公示を常続
的に行っているとこ
ろ、当該公示に応募す
る者は現在確認されて
いない。（根拠法令：
会計法第２９条の３第
４項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

56,870,000 -



令和６年度５月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

通信電子器材現地診
断・整備　１ＳＴ

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
清水　和彦
東京都北区十条台１－５
－７０

令和6年5月10日

三菱電機株式会社
防衛システム事業
部　（東京都千代
田区丸の内２丁目
７番３号）

4010001008772

本契約は、契約履行に
必要な製造図書(製造
図面、組立図及び作業
標準並びに検査要領等
の企業所有資料)を利
用できる者が三菱電機
株式会社のみであり、
当該契約にその製造図
書を必要とすることか
ら、履行可能な者が同
社に限られるため。ま
た、本契約への新規参
入者を募る公示を常続
的に行っているとこ
ろ、当該公示に応募す
る者は現在確認されて
いない。（根拠法令：
会計法第２９条の３第
４項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

47,520,000 -



令和６年度５月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

対空射場管制装置
（六ケ所対空射場）
の現地整備　１ＳＴ

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
清水　和彦
東京都北区十条台１－５
－７０

令和6年5月10日

東芝電波プロダク
ツ株式会社　営業
本部（東京都新宿
区市谷本村町３番
２９号）

1020001081053

本契約は、契約履行に
必要な製造図書(製造
図面、組立図及び作業
標準並びに検査要領等
の企業所有資料)を利
用できる者が東芝電波
プロダクツ株式会社の
みであり、当該契約に
その製造図書を必要と
することから、履行可
能な者が同社に限られ
るため。また、本契約
への新規参入者を募る
公示を常続的に行って
いるところ、当該公示
に応募する者は現在確
認されていない。（根
拠法令：会計法第２９
条の３第４項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

4,082,100 -



令和６年度５月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

ＵＨ－６０ＪＡ操縦
訓練シミュレータの
定期点検整備　１Ｕ
Ｎ

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
清水　和彦
東京都北区十条台１－５
－７０

令和6年5月10日

三菱プレシジョン
株式会社　営業本
部防衛・宇宙事業
部　（東京都港区
港南一丁目６番４
１号）

8010601032482

本契約には、契約履行
に必要となる製造図書
（製造図面、組立図及
び作業標準書並びに検
査要領等の企業所有資
料）を利用できる者が
株式会社ＳＵＢＡＲＵ
のみであり、当該契約
にその製造図書を必要
とすることから、履行
可能な者が同社に限ら
れるため。また、本契
約への新規参入者を募
る公示を常続的に行っ
ているところ、当該公
示に応募する者は現在
確認されていない。
（根拠法令：会計法第
２９条の３第４項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

2,895,200 -



令和６年度５月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

ＴＨＥＲＭＯＣＯＵ
ＰＬＥほか３４件

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
清水　和彦
東京都北区十条台１－５
－７０

令和6年5月10日

日本エアロスペー
ス株式会社　（東
京都港区南青山１
丁目１番１号）

5010401053632

本契約の履行に当たっ
ては、仏国政府の許可
を経たサフラン・ヘリ
コプター・エンジンズ
社との代理店契約が必
要であり、これらを満
足するのは契約相手方
である日本エアロス
ペース株式会社のみで
あるため。なお、本契
約の新規参入者を募る
公示を常続的に行って
いるところ、当該公示
に応募する者は確認さ
れていない。（根拠法
令：会計法第２９条の
３第４項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

14,168,000 -



令和６年度５月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

パンチルトカメラほ
か１件

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
清水　和彦
東京都北区十条台１－５
－７０

令和6年5月14日

パナソニックコネ
クト株式会社　現
場ソリューション
カンパニー　首都
圏部門　（東京都
中央区銀座８丁目
２１番１号）

3010001129215

本契約は、契約履行に
必要な製造図書(製造
図面、組立図及び作業
標準並びに検査要領等
の企業所有資料)を利
用できる者がパナソ
ニックコネクト株式会
社のみであり、当該契
約にその製造図書を必
要とすることから、履
行可能な者が同社に限
られるため。また、本
契約への新規参入者を
募る公示を常続的に
行っているところ、当
該公示に応募する者は
現在確認されていな
い。（根拠法令：会計
法第２９条の３第４
項）

5,685,240 5,685,240 100.00%



令和６年度５月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

技術援助（軽装甲機
動車の後継装備品
（試験用車両Ｍ
型））　１ＳＴ

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
清水　和彦
東京都北区十条台１－５
－７０

令和6年5月15日

三菱重工業株式会
社　防衛・宇宙セ
グメント特殊車両
事業部営業部（東
京都千代田区丸の
内３丁目２番３
号）

8010401050387

本契約の履行に当たっ
ては、技術設備等が必
要であり、公募を実施
したが、応募者が契約
相手方１者のみであっ
た。（根拠法令：会計
法第２９条の３第４
項)

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

77,847,000 -



令和６年度５月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

低速運転機構　８Ｅ
Ａ

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
清水　和彦
東京都北区十条台１－５
－７０

令和6年5月15日

山洋電気株式会社
（東京都豊島区南
大塚３丁目３３番
１号）

1013301004808

本契約は、契約履行に
必要な製造図書(製造
図面、組立図及び作業
標準並びに検査要領等
の企業所有資料)を利
用できる者が山洋電気
株式会社のみであり、
当該契約にその製造図
書を必要とすることか
ら、履行可能な者が同
社に限られるため。ま
た、本契約への新規参
入者を募る公示を常続
的に行っているとこ
ろ、当該公示に応募す
る者は現在確認されて
いない。（根拠法令：
会計法第２９条の３第
４項）

4,498,560 4,496,800 99.96%



令和６年度５月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

トランスファＡＳＳ
Ｙ　１ＥＡ

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
清水　和彦
東京都北区十条台１－５
－７０

令和6年5月16日

三菱ふそうトラッ
ク・バス株式会社
南関東ふそう足
立・八潮支店カス
タマーサービス営
業課（東京都足立
区東六月町５番７
号）

7020001078696

本契約の履行に当たっ
ては、販売代理権が必
要であり、公募を実施
したが、応募者が契約
相手方1者のみであっ
た。（根拠法令：会計
法第２９条の３第４
項）

2,783,880 2,783,880 100.00%



令和６年度５月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

蓄電池本体　２７Ｅ
Ａ

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
清水　和彦
東京都北区十条台１－５
－７０

令和6年5月16日

株式会社装備開発
機構（東京都千代
田区飯田橋４丁目
２番１号岩見ビル
６階）

2011101066274

本契約は、契約履行に
必要な製造図書(製造
図面、組立図及び作業
標準並びに検査要領等
の企業所有資料)を利
用できる者が株式会社
装備開発機構のみであ
り、当該契約にその製
造図書を必要とするこ
とから、履行可能な者
が同社に限られるた
め。また、本契約への
新規参入者を募る公示
を常続的に行っている
ところ、当該公示に応
募する者は現在確認さ
れていない。（根拠法
令：会計法第２９条の
３第４項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

2,796,106 -



令和６年度５月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

技術援助（軽装甲機
動車の後継装備品
（試験用車両Ｅ
型））　１ＳＴ

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
清水　和彦
東京都北区十条台１－５
－７０

令和6年5月17日

丸紅エアロスペー
ス株式会社（東京
都千代田区有楽町
１丁目１番３号）

7010001029485

本契約の履行に当たっ
ては、販売代理権が必
要であり、公募を実施
したが、応募者は契約
予定相手方１者のみで
あったため。（根拠法
令：会計法第２９条の
３第４項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

105,664,700 -



令和６年度５月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

レジューサほか７件

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
清水　和彦
東京都北区十条台１－５
－７０

令和6年5月17日

株式会社中山鉄工
所（佐賀県武雄市
朝日町大字甘久２
２４６番地１）

8300001004648

本契約は、契約履行に
必要な製造図書(製造
図面、組立図及び作業
標準並びに検査要領等
の企業所有資料)を利
用できる者が株式会社
中山鉄工所のみであ
り、当該契約にその製
造図書を必要とするこ
とから、履行可能な者
が同社に限られるた
め。また、本契約への
新規参入者を募る公示
を常続的に行っている
ところ、当該公示に応
募する者は現在確認さ
れていない。（根拠法
令：会計法第２９条の
３第４項）

2,150,456 2,150,456 100.00%



令和６年度５月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

通信電子器材現地診
断・整備　１ＳＴ

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
清水　和彦
東京都北区十条台１－５
－７０

令和6年5月17日

日本無線株式会社
特機営業部　（東
京都中野区中野４
丁目１０番１号）

3012401012867

本契約は、契約履行に
必要な製造図書(製造
図面、組立図及び作業
標準並びに検査要領等
の企業所有資料)を利
用できる者が日本無線
株式会社のみであり、
当該契約にその製造図
書を必要とすることか
ら、履行可能な者が同
社に限られるため。ま
た、本契約への新規参
入者を募る公示を常続
的に行っているとこ
ろ、当該公示に応募す
る者は現在確認されて
いない。（根拠法令：
会計法第２９条の３第
４項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

5,060,000 -



令和６年度５月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

ＰＡＮＥＬ，ＰＯＷ
ＥＲ　ＳＴＥＥＲＩ
ＮＧ　ＣＯＮＴＲＯ
Ｌのオーバーホール
４ＥＡ

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
清水　和彦
東京都北区十条台１－５
－７０

令和6年5月17日

双日エアロスペー
ス株式会社（東京
都千代田区丸の内
１丁目８番３号）

9010401021742

本契約の履行に当たっ
ては、技術設備等が必
要であり、公募を実施
したが、応募者が契約
相手方１者のみであっ
たため。（根拠法令：
会計法第２９条の３第
４項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

1,170,400 -



令和６年度５月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

ピンほか３０件

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
清水　和彦
東京都北区十条台１－５
－７０

令和6年5月20日

日本トレクス株式
会社　特装営業部
（東京都品川区東
品川３丁目１５番
１０号）

6180301010542

本契約は、契約履行に
必要な製造図書(製造
図面、組立図及び作業
標準並びに検査要領等
の企業所有資料)を利
用できる者が日本トレ
クス株式会社のみであ
り、当該契約にその製
造図書を必要とするこ
とから、履行可能な者
が同社に限られるた
め。また、本契約への
新規参入者を募る公示
を常続的に行っている
ところ、当該公示に応
募する者は現在確認さ
れていない。（根拠法
令：会計法第２９条の
３第４項）

2,004,579 2,004,579 100.00%



令和６年度５月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

路肩灯（Ｌ）ほか４
１件

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
清水　和彦
東京都北区十条台１－５
－７０

令和6年5月20日

日本トレクス株式
会社　特装営業部
（東京都品川区東
品川３丁目１５番
１０号）

6180301010542

本契約の履行に当たっ
ては、技術設備等が必
要であり、公募を実施
したが、応募者が契約
相手方１者のみであっ
た。（根拠法令：会計
法第２９条の３第４
項)

7,416,178 7,416,178 100.00%



令和６年度５月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

需品器材整備診断作
業（浄水セット，逆
浸透型）　１ＵＮ

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
清水　和彦
東京都北区十条台１－５
－７０

令和6年5月20日

株式会社装備開発
機構（東京都千代
田区飯田橋４丁目
２番１号岩見ビル
６階）

2011101066274

本契約は、契約履行に
必要な製造図書(製造
図面、組立図及び作業
標準並びに検査要領等
の企業所有資料)を利
用できる者が株式会社
装備開発機構のみであ
り、当該契約にその製
造図書を必要とするこ
とから、履行可能な者
が同社に限られるた
め。また、本契約への
新規参入者を募る公示
を常続的に行っている
ところ、当該公示に応
募する者は現在確認さ
れていない。（根拠法
令：会計法第２９条の
３第４項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

51,783,600 -



令和６年度５月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

需品器材整備診断作
業（浄水セット，逆
浸透型）　１ＵＮ

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
清水　和彦
東京都北区十条台１－５
－７０

令和6年5月20日

株式会社装備開発
機構（東京都千代
田区飯田橋４丁目
２番１号岩見ビル
６階）

2011101066274

本契約は、契約履行に
必要な製造図書(製造
図面、組立図及び作業
標準並びに検査要領等
の企業所有資料)を利
用できる者が株式会社
装備開発機構のみであ
り、当該契約にその製
造図書を必要とするこ
とから、履行可能な者
が同社に限られるた
め。また、本契約への
新規参入者を募る公示
を常続的に行っている
ところ、当該公示に応
募する者は現在確認さ
れていない。（根拠法
令：会計法第２９条の
３第４項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

51,783,600 -



令和６年度５月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

通信電子器材現地診
断・整備　１ＳＴ

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
清水　和彦
東京都北区十条台１－５
－７０

令和6年5月21日

日本電気株式会社
宇宙・防衛営業本
部　（東京都港区
芝４丁目１４番１
号）

7010401022916

本契約は、契約履行に
必要な製造図書(製造
図面、組立図及び作業
標準並びに検査要領等
の企業所有資料)を利
用できる者が日本電気
株式会社のみであり、
当該契約にその製造図
書を必要とすることか
ら、履行可能な者が同
社に限られるため。ま
た、本契約への新規参
入者を募る公示を常続
的に行っているとこ
ろ、当該公示に応募す
る者は現在確認されて
いない。（根拠法令：
会計法第２９条の３第
４項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

7,370,000 -



令和６年度５月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

ＩＮＤＩＣＡＴＯ
Ｒ，ＡＴＴＩＴＵＤ
Ｅ，ＳＴＡＮＤＢＹ
の整備診断ほか１４
件

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
清水　和彦
東京都北区十条台１－５
－７０

令和6年5月21日

多摩川エアロシス
テムズ株式会社
飯田事業所（長野
県飯田市大休１８
７９番地）

1020001093908

本契約の履行に当たっ
ては、技術設備等が必
要であり、公募を実施
したが、応募者が契約
相手方１者のみであっ
たため。（根拠法令：
会計法第２９条の３第
４項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

3,795,000 -



令和６年度５月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

ホイール　ＡＳＳＹ
ほか１件

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
清水　和彦
東京都北区十条台１－５
－７０

令和6年5月22日

三菱ふそうトラッ
ク・バス株式会社
南関東ふそう足
立・八潮支店カス
タマーサービス営
業課（東京都足立
区東六月町５番７
号）

7020001078696

本契約の履行に当たっ
ては、販売代理権が必
要であり、公募を実施
したが、応募者が契約
相手方1者のみであっ
た。（根拠法令：会計
法第２９条の３第４
項）

18,093,240 18,093,240 100.00%



令和６年度５月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

ガスケットほか１１
件

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
清水　和彦
東京都北区十条台１－５
－７０

令和6年5月22日

日野トレーディン
グ株式会社（東京
都八王子市久保山
町２丁目２番地）

9010101004329

本契約の履行に当たっ
ては、販売代理権が必
要であり、公募を実施
したが、応募者が契約
相手方1者のみであっ
た。（根拠法令：会計
法第２９条の３第４
項）

1,849,914 1,849,914 100.00%



令和６年度５月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

ＡＨ－６４Ｄ整備実
習用教材の定期点検
整備　１ＵＮ

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
清水　和彦
東京都北区十条台１－５
－７０

令和6年5月22日

株式会社ＳＵＢＡ
ＲＵ　航空宇宙カ
ンパニー（栃木県
宇都宮市陽南１丁
目１番１１号）

5011101019196

本契約には、契約履行
に必要となる製造図書
（製造図面、組立図及
び作業標準書並びに検
査要領等の企業所有資
料）を利用できる者が
株式会社ＳＵＢＡＲＵ
のみであり、当該契約
にその製造図書を必要
とすることから、履行
可能な者が同社に限ら
れるため。また、本契
約への新規参入者を募
る公示を常続的に行っ
ているところ、当該公
示に応募する者は現在
確認されていない。
（根拠法令：会計法第
２９条の３第４項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

7,410,700 -



令和６年度５月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

テストストリップス
Ｒほか４件

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
清水　和彦
東京都北区十条台１－５
－７０

令和6年5月23日

帝国繊維株式会社
（東京都中央区日
本橋２丁目５番１
号）

7010001034840

本契約の履行に当たっ
ては、技術設備等が必
要であり、公募を実施
したが、応募者が契約
相手方１者のみであっ
た。（根拠法令：会計
法第２９条の３第４
項)

43,472,000 43,472,000 100.00%



令和６年度５月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

ＴＳＵの修理ほか２
件

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
清水　和彦
東京都北区十条台１－５
－７０

令和6年5月23日

伊藤忠アビエー
ション株式会社
（東京都港区赤坂
２丁目９番１１
号）

1010401002840

本契約の履行に当たっ
ては、技術設備等が必
要であり、公募を実施
したが、応募者が契約
相手方１者のみであっ
たため。（根拠法令：
会計法第２９条の３第
４項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

577,610,000 -



令和６年度５月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

ＫＩＴ，ＢＡＴＴＥ
ＲＹ，ＮＯＮ－ＲＥ
ＣＨＡＲＧＥＡＢＬ
Ｅほか１件

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
清水　和彦
東京都北区十条台１－５
－７０

令和6年5月23日

株式会社ソリッ
ド・ソリューショ
ンズ（東京都港区
芝５丁目１３番１
０号）

5010401077813

本契約の履行に当たっ
ては、米国政府の許可
を経たDUKANE
SEACOM,INCとの代理店
契約が必要であり、こ
れらを満足するのは契
約相手方である株式会
社ソリッド・ソリュー
ションズのみであるた
め。なお、本契約の新
規参入者を募る公示を
常続的に行っていると
ころ、当該公示に応募
する者は確認されてい
ない。（根拠法令：会
計法第２９条の３第４
項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

39,160,000 -



令和６年度５月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

ルータボード２ほか
５件

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
清水　和彦
東京都北区十条台１－５
－７０

令和6年5月23日

日本電気株式会社
宇宙・防衛営業本
部　（東京都港区
芝４丁目１４番１
号）

7010401022916

本契約は、契約履行に
必要な製造図書(製造
図面、組立図及び作業
標準並びに検査要領等
の企業所有資料)を利
用できる者が日本電気
株式会社のみであり、
当該契約にその製造図
書を必要とすることか
ら、履行可能な者が同
社に限られるため。ま
た、本契約への新規参
入者を募る公示を常続
的に行っているとこ
ろ、当該公示に応募す
る者は現在確認されて
いない。（根拠法令：
会計法第２９条の３第
４項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

23,644,500 -



令和６年度５月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

包帯，ガーゼ，カム
フラージ，圧縮ほか
１４件

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
清水　和彦
東京都北区十条台１－５
－７０

令和6年5月24日

白十字株式会社
（東京都豊島区高
田３丁目２３番１
２号）

3013301010077

本契約の履行に当たっ
ては、技術設備等が必
要であり、公募を実施
したが、応募者が契約
相手方１者のみであっ
た。（根拠法令：会計
法第２９条の３第４
項)

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

14,414,950 -



令和６年度５月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

移動型デジタル式汎
用一体型Ｘ線診断装
置の定期点検ほか２
件

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
清水　和彦
東京都北区十条台１－５
－７０

令和6年5月24日

キヤノンメディカ
ルシステムズ株式
会社　サービス本
部国内サービス部
（栃木県大田原市
下石上１３８５番
地）

8060001013525

本契約は、契約履行に
必要な製造図書(製造
図面、組立図及び作業
標準並びに検査要領等
の企業所有資料)を利
用できる者がキャノン
メディカルシステムズ
のみであり、当該契約
にその製造図書を必要
とすることから、履行
可能な者が同社に限ら
れるため。また、本契
約への新規参入者を募
る公示を常続的に行っ
ているところ、当該公
示に応募する者は現在
確認されていない。
（根拠法令：会計法第
２９条の３第４項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

1,023,000 -



令和６年度５月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

チャンバエアホース
ほか７件

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
清水　和彦
東京都北区十条台１－５
－７０

令和6年5月24日

日本トレクス株式
会社　特装営業部
（東京都品川区東
品川３丁目１５番
１０号）

6180301010542

本契約は、契約履行に
必要な製造図書(製造
図面、組立図及び作業
標準並びに検査要領等
の企業所有資料)を利
用できる者が日本トレ
クス株式会社のみであ
り、当該契約にその製
造図書を必要とするこ
とから、履行可能な者
が同社に限られるた
め。また、本契約への
新規参入者を募る公示
を常続的に行っている
ところ、当該公示に応
募する者は現在確認さ
れていない。（根拠法
令：会計法第２９条の
３第４項）

3,495,030 3,495,030 100.00%



令和６年度５月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

パッドＡＳＳＹ　３
３２ＥＡ

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
清水　和彦
東京都北区十条台１－５
－７０

令和6年5月24日

株式会社日立製作
所　ディフェンス
営業本部　（東京
都千代田区外神田
１丁目１８番１３
号）

7010001008844

本契約は、契約履行に
必要な製造図書(製造
図面、組立図及び作業
標準並びに検査要領等
の企業所有資料)を利
用できる者が㈱日立製
作所のみであり、当該
契約にその製造図書を
必要とすることから、
履行可能な者が同社に
限られるため。また、
本契約への新規参入者
を募る公示を常続的に
行っているところ、当
該公示に応募する者は
現在確認されていな
い。（根拠法令：会計
法第２９条の３第４
項）

3,944,160 3,944,160 100.00%



令和６年度５月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

陸自業務システム
［補給管理機能（調
達会計業務）］用ソ
フトウェアの改修
（令和６年度国債
分）（その１）　１
ＳＴ

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
清水　和彦
東京都北区十条台１－５
－７０

令和6年5月24日

日本電気株式会社
宇宙・防衛営業本
部　（東京都港区
芝４丁目１４番１
号）

7010401022916

本契約の履行に当たっ
ては、技術設備等が必
要であり、公募を実施
したが、応募者が契約
相手方１者のみであっ
た。（根拠法令：会計
法第２９条の３第４
項)

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

504,020,000 -



令和６年度５月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

ら旋コードほか１件

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
清水　和彦
東京都北区十条台１－５
－７０

令和6年5月24日

神田通信工業株式
会社　（千葉県印
西市高花１丁目２
３番地）

7010401084106

本契約は、契約履行に
必要な製造図書(製造
図面、組立図及び作業
標準並びに検査要領等
の企業所有資料)を利
用できる者が神田通信
工業株式会社のみであ
り、当該契約にその製
造図書を必要とするこ
とから、履行可能な者
が同社に限られるた
め。また、本契約への
新規参入者を募る公示
を常続的に行っている
ところ、当該公示に応
募する者は現在確認さ
れていない。（根拠法
令：会計法第２９条の
３第４項）

1,994,300 1,994,300 100.00%



令和６年度５月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

ＡＰＵの修理　１Ｅ
Ａ

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
清水　和彦
東京都北区十条台１－５
－７０

令和6年5月24日

日本エアロスペー
ス株式会社　（東
京都港区南青山１
丁目１番１号）

5010401053632

本契約の履行に当たっ
ては、販売代理権が必
要であり、公募を実施
したが、応募者は契約
予定相手方１者のみで
あったため。　（根拠
法令：会計法第２９条
の３第４項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

63,800,000 -



令和６年度５月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

生物剤警報器の移動
局検査のための計測
等ほか４件

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
清水　和彦
東京都北区十条台１－５
－７０

令和6年5月27日

関東航空計器株式
会社　営業部
（神奈川県藤沢市
本藤沢２丁目３番
１８号）

7021001000443

本契約は、契約履行に
必要な製造図書(製造
図面、組立図及び作業
標準並びに検査要領等
の企業所有資料)を利
用できる者が関東航空
計器株式会社のみであ
り、当該契約にその製
造図書を必要とするこ
とから、履行可能な者
が同社に限られるた
め。また、本契約への
新規参入者を募る公示
を常続的に行っている
ところ、当該公示に応
募する者は現在確認さ
れていない。（根拠法
令：会計法第２９条の
３第４項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

28,811,200 -



令和６年度５月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

携帯酸素ボンベシリ
ンダＳＯＬＲ３００
０外注整備ほか２件

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
清水　和彦
東京都北区十条台１－５
－７０

令和6年5月27日

協和高圧機工株式
会社（千葉県船橋
市北本町１丁目１
０番２号）

8040001017148

本契約の履行に当たっ
ては、技術設備等が必
要であり、公募を実施
したが、応募者が契約
相手方１者のみであっ
た。（根拠法令：会計
法第２９条の３第４
項)

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

2,138,455 -



令和６年度５月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

オキシジャンプ（上
昇用・降下用シリン
ダ）外注整備　５８
ＥＡ

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
清水　和彦
東京都北区十条台１－５
－７０

令和6年5月27日

協和高圧機工株式
会社（千葉県船橋
市北本町１丁目１
０番２号）

8040001017148

本契約の履行に当たっ
ては、技術設備等が必
要であり、公募を実施
したが、応募者が契約
相手方１者のみであっ
た。（根拠法令：会計
法第２９条の３第４
項)

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

1,610,950 -



令和６年度５月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

ＨＤＤ（２ＴＢ）ほ
か７件

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
清水　和彦
東京都北区十条台１－５
－７０

令和6年5月27日

株式会社ムラタシ
ステムインテグ
レーション（東京
都新宿区新宿２丁
目５番１０号）

8011101046139

本契約は、契約履行に
必要な製造図書(製造
図面、組立図及び作業
標準並びに検査要領等
の企業所有資料)を利
用できる者が株式会社
ムラタシステムインテ
グレーションのみであ
り、当該契約にその製
造図書を必要とするこ
とから、履行可能な者
が同社に限られるた
め。また、本契約への
新規参入者を募る公示
を常続的に行っている
ところ、当該公示に応
募する者は現在確認さ
れていない。（根拠法
令：会計法第２９条の
３第４項）

22,557,700 22,557,700 100.00%



令和６年度５月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

ＰＴＴ　ＳＷＩＴＣ
Ｈ　ＣＡＢＬＥ　７
０ＥＡ

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
清水　和彦
東京都北区十条台１－５
－７０

令和6年5月27日

株式会社ＳＵＢＡ
ＲＵ　（東京都渋
谷区恵比寿１丁目
２０番８号）

5011101019196

本契約には、契約履行
に必要となる製造図書
（製造図面、組立図及
び作業標準書並びに検
査要領等の企業所有資
料）を利用できる者が
株式会社ＳＵＢＡＲＵ
のみであり、当該契約
にその製造図書を必要
とすることから、履行
可能な者が同社に限ら
れるため。また、本契
約への新規参入者を募
る公示を常続的に行っ
ているところ、当該公
示に応募する者は現在
確認されていない。
（根拠法令：会計法第
２９条の３第４項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

9,109,870 -



令和６年度５月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

指向性アンテナ（３
５０－４７０ＭＨ
ｚ）　３ＥＡ

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
清水　和彦
東京都北区十条台１－５
－７０

令和6年5月27日

双日エアロスペー
ス株式会社（東京
都千代田区丸の内
１丁目８番３号）

9010401021742

本契約の履行に当たっ
ては、販売代理権が必
要であり、公募を実施
したが、応募者は契約
予定相手方１者のみで
あったため。（根拠法
令：会計法第２９条の
３第４項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

2,860,000 -



令和６年度５月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

技術援助“通信電子
器材等”（駐屯地等
情報基盤の設定）
１ＳＴ

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
清水　和彦
東京都北区十条台１－５
－７０

令和6年5月29日

富士通ネットワー
クソリューション
ズ株式会社　ナ
ショナルセキュリ
ティビジネス部
（神奈川県川崎市
幸区大宮町１番地
５）

7020001077145

本契約の履行に当たっ
ては、技術設備等が必
要であり、公募を実施
したが、応募者が契約
相手方１者のみであっ
た。（根拠法令：会計
法第２９条の３第４
項)

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

14,232,900 -



令和６年度５月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

車長用視察照準装置
“診断後”（１６式
機動戦闘車）ほか１
件

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
清水　和彦
東京都北区十条台１－５
－７０

令和6年5月29日

三菱重工業株式会
社　防衛・宇宙セ
グメント特殊車両
事業部営業部（東
京都千代田区丸の
内３丁目２番３
号）

8010401050387

本契約は、契約履行に
必要な製造図書(製造
図面、組立図及び作業
標準並びに検査要領等
の企業所有資料)を利
用できる者が三菱重工
業株式会社のみであ
り、当該契約にその製
造図書を必要とするこ
とから、履行可能な者
が同社に限られるた
め。また、本契約への
新規参入者を募る公示
を常続的に行っている
ところ、当該公示に応
募する者は現在確認さ
れていない。（根拠法
令：会計法第２９条の
３第４項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

30,532,700 -



令和６年度５月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

９９式自走１５５ｍ
ｍりゅう弾砲（車体
部）の長期可動維持
検討　１ＥＡ

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
清水　和彦
東京都北区十条台１－５
－７０

令和6年5月29日

三菱重工業株式会
社　防衛・宇宙セ
グメント特殊車両
事業部営業部（東
京都千代田区丸の
内３丁目２番３
号）

8010401050387

本契約の履行に当たっ
ては、技術設備等が必
要であり、公募を実施
したが、応募者が契約
相手方１者のみであっ
た。（根拠法令：会計
法第２９条の３第４
項)

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

69,514,500 -



令和６年度５月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

防塵フィルタ　２０
ＥＡ

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
清水　和彦
東京都北区十条台１－５
－７０

令和6年5月30日

菱重特殊車両サー
ビス株式会社
（東京都新宿区片
町４番３号）

1011101022740

本契約の履行に当たっ
ては、販売代理権が必
要であり、公募を実施
したが、応募者は契約
予定相手方１者のみで
あったため。（根拠法
令：会計法第２９条の
３第４項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

7,062,000 -



令和６年度５月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

通信電子器材整備
（伸縮ポール本体）
１ＳＴ

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
清水　和彦
東京都北区十条台１－５
－７０

令和6年5月30日

東芝インフラシス
テムズ株式会社
電波システム事業
部（神奈川県川崎
市幸区堀川町７２
番地３４）

2011101014084

本契約は、契約履行に
必要な製造図書(製造
図面、組立図及び作業
標準並びに検査要領等
の企業所有資料)を利
用できる者が東芝イン
フラシステムズ株式会
社のみであり、当該契
約にその製造図書を必
要とすることから、履
行可能な者が同社に限
られるため。また、本
契約への新規参入者を
募る公示を常続的に
行っているところ、当
該公示に応募する者は
現在確認されていな
い。（根拠法令：会計
法第２９条の３第４
項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

10,478,600 -



令和６年度５月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

機外装置実装用治具
１ＥＡ

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
清水　和彦
東京都北区十条台１－５
－７０

令和6年5月30日

三菱電機株式会社
防衛システム事業
部　（東京都千代
田区丸の内２丁目
７番３号）

4010001008772

本契約は、契約履行に
必要な製造図書(製造
図面、組立図及び作業
標準並びに検査要領等
の企業所有資料)を利
用できる者が三菱電機
株式会社のみであり、
当該契約にその製造図
書を必要とすることか
ら、履行可能な者が同
社に限られるため。ま
た、本契約への新規参
入者を募る公示を常続
的に行っているとこ
ろ、当該公示に応募す
る者は現在確認されて
いない。（根拠法令：
会計法第２９条の３第
４項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

4,534,200 -



令和６年度５月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

筐体　１ＥＡ

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
清水　和彦
東京都北区十条台１－５
－７０

令和6年5月30日

菱重特殊車両サー
ビス株式会社
（東京都新宿区片
町４番３号）

1011101022740

本契約の履行に当たっ
ては、販売代理権が必
要であり、公募を実施
したが、応募者は契約
予定相手方１者のみで
あったため。（根拠法
令：会計法第２９条の
３第４項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

29,845,200 -



令和６年度５月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

ＣＨＵＣＫ　ＣＡＰ
ほか１件

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
清水　和彦
東京都北区十条台１－５
－７０

令和6年5月30日

双日エアロスペー
ス株式会社
（東京都千代田区
丸の内１丁目８番
３号）

9010401021742

本契約の履行に当たっ
ては、米国政府の許可
を経たCHELTON
LIMITED T/A COBHAM
ANTENNA　SYSTEMS社
との代理店契約が必要
であり、これらを満足
するのは契約相手方で
ある双日エアロスペー
ス株式会社のみである
ため。なお、本契約の
新規参入者を募る公示
を常続的に行っている
ところ、当該公示に応
募する者は確認されて
いない。（根拠法令：
会計法第２９条の３第
４項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

3,888,500 -



令和６年度５月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

電磁開閉器　Ｃ：Ｆ
４８（新）　４ＥＡ

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
清水　和彦
東京都北区十条台１－５
－７０

令和6年5月30日

菱重特殊車両サー
ビス株式会社
（東京都新宿区片
町４番３号）

1011101022740

本契約の履行に当たっ
ては、販売代理権が必
要であり、公募を実施
したが、応募者は契約
予定相手方１者のみで
あったため。（根拠法
令：会計法第２９条の
３第４項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

26,175,600 -



令和６年度５月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

水中スクータ（改）
の定期点検（役務）
１５ＳＴ

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
清水　和彦
東京都北区十条台１－５
－７０

令和6年5月31日

日本海洋株式会社
（東京都足立区東
和５丁目１３番４
号）

3010001033004

本契約の履行に当たっ
ては、販売代理権が必
要であり、公募を実施
したが、応募者が契約
相手方1者のみであっ
た。（根拠法令：会計
法第２９条の３第４
項）

21,834,230 21,834,120 99.99%



令和６年度５月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

技術援助“通信電子
器材等”（映像監視
装置ＧＯＢ－６９）
１ＵＮ

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
清水　和彦
東京都北区十条台１－５
－７０

令和6年5月31日

ソニー株式会社
（東京都港区港南
１丁目７番１号）

7010401045660

本契約は、契約履行に
必要な製造図書(製造
図面、組立図及び作業
標準並びに検査要領等
の企業所有資料)を利
用できる者がソニー株
式会社のみであり、当
該契約にその製造図書
を必要とすることか
ら、履行可能な者が同
社に限られるため。ま
た、本契約への新規参
入者を募る公示を常続
的に行っているとこ
ろ、当該公示に応募す
る者は現在確認されて
いない。（根拠法令：
会計法第２９条の３第
４項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

5,500,000 -



令和６年度５月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

通信電子器材診断
（カメラ部）ほか１
件

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
清水　和彦
東京都北区十条台１－５
－７０

令和6年5月31日

株式会社テクノイ
ケガミ　（神奈川
県川崎市川崎区塩
浜４丁目１３番１
５号）

6020001073731

本契約は、契約履行に
必要な製造図書(製造
図面、組立図及び作業
標準並びに検査要領等
の企業所有資料)を利
用できる者が株式会社
テクノイケガミのみで
あり、当該契約にその
製造図書を必要とする
ことから、履行可能な
者が同社に限られるた
め。また、本契約への
新規参入者を募る公示
を常続的に行っている
ところ、当該公示に応
募する者は現在確認さ
れていない。（根拠法
令：会計法第２９条の
３第４項）

1,267,200 1,267,200 100.00%



令和６年度５月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

通信電子器材診断
（カメラ部）ほか４
件

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
清水　和彦
東京都北区十条台１－５
－７０

令和6年5月31日

株式会社テクノイ
ケガミ　（神奈川
県川崎市川崎区塩
浜４丁目１３番１
５号）

6020001073731

本契約は、契約履行に
必要な製造図書(製造
図面、組立図及び作業
標準並びに検査要領等
の企業所有資料)を利
用できる者が株式会社
テクノイケガミのみで
あり、当該契約にその
製造図書を必要とする
ことから、履行可能な
者が同社に限られるた
め。また、本契約への
新規参入者を募る公示
を常続的に行っている
ところ、当該公示に応
募する者は現在確認さ
れていない。（根拠法
令：会計法第２９条の
３第４項）

3,284,600 3,284,600 100.00%


